
●現状の定数

- 定数：12人

- 人口：2,937人 ／ 有権者数：2,543人 （令和７年６月１日現在）

●大潟村議会議員定数の推移

●大潟村議会の常任委員会構成

総務福祉教育委員会 （定数６人）

生活産業委員会 （定数６人）

常任委員会は、各所管の事務（課）ごとの議案などについて審査を行う場

定数を削減した場合、各委員会の委員数が減り議論が深まらない可能性も考えられる。

★大潟村議会は全議員を２つの常任委員会にわけているが、一部の町村議会では、１委員会制や、

議員が複数の委員会に所属することで、委員数を確保している議会もある。

●多様な意見を反映させるためにも多い方がいい。

●人口比だけの議論では多様性を損なう。

●多様性は、各議員が（多様な世代の村民の意見を聞き）各世代
の想いを持って審議に臨めば良い。

●年代別分布を理想としても果たしてそれが実現できるのか。

●定数20名の北海道音更町議会も50～60代の議員が多く男女比も
平等ではない。

●議会として議論が成り立つ前提での最小コストを考えるべき。
他の議会では10人以下で成り立っている。

●10～15年先の村の人口減少を踏まえると、2,000人程度の人口
規模の平均値である8名が望ましい。

●定数減らしたところで成り手がいないのであれば意味がない。
成り手を増やす方法をやることが大事。

●平均を上回る定数とするなら、その理由を明確に説明できなけ
ればならない。

●そもそもは選挙にならないという所から話し合いが始まってい
る。村民からの付託があっての議員という意識が大事。

●2期連続選挙にならなかったのだから10名。

●現状の12名を起点にするのではなく、同規模自治体の平均など
客観的な数字で考えるべき。

●人口平均で見ると10人か8人。常任委員会は2つであるべきなの
で10人が妥当。

●充実した議論ができるかどうかが重要。

●定数12名（現状維持）が望ましい ５名
●定数10名が望ましい ５名 ※委員長、議長を除く10名

集約時の各委員（議員）の意見 ※各意見ごとに議席番号順
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「定数を8とした場合」を想定しメリット

とデメリットの検討を行った際には、以下
のような意見が出た。

●委員長や組合議会、監査などの兼任が増
える。

●議員一人あたりの負担が増え、それによっ
て潜在的な担い手を失う可能性がある。

●定数減らすことで、逆に立候補しないと
いう人が出てくる可能性がある。

●1常任委員会の人数が4人では議論が成
り立たず、常任委員会の活動が停滞する。

⇒現在の２つの常任委員会を１委員会に
する方法もあり、１委員会にすると全
議員がすべての案件に関われて村全体
を知ることができる。

⇒１常任委員会は議論にはなるが、すべ
ての案件を取り扱うため日程が長引い
てしまう。当局にも負担がかかる。

●村政のチェック機能が劣る。

●選挙になる。

●経費が減る。
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定数12名（現状維持）が望ましい
●人口減少は進んでいるが、様々な層の人からの意見を村づくり
に反映させるには人数が必要。無投票だからという理由で減ら
しても、無投票が解消されるかはわからない。減らさない方が
いいという周辺自治体議員の話も聞こえてくる。（菅原アキ子）

●若い人や女性に関心を持ってもらって選挙になってほしい。報
酬が現状維持であれば、定数も現状維持として、広く出馬して
もらいたい。（川渕文雄）

●村民と議会との間に距離があることが成り手不足の一因。これ
を解消しないまま定数を減らしても、また同じことになる。減
らすことは議会力の低下につながるため、現状維持で。（齋藤
牧人）

●議員は村民の代表。定数を減らすと、議会の機能を弱体化させ
てしまう。また、人数を減らしたところで、選挙になるかどう
かわからない。現状で安定した議会運営ができている。（松雪
照美）

●多様な意見が村づくりにとって重要。成り手がいないのは議会
活動が足りなかったということ。男性も含め、若い議員が出産
や育児で休んだときに、最初から定数が少ないとカバーできな
くなる。とにかく成り手を増やす活動をやるべき。人口の半分
は女性であり、決定の場に半分女性がいた方が良い。（三村敏
子）

●定数10名が望ましい
●村において人材が不足してくる中で、少ない人数でもできるよ
う効率化するところはしっかり行い、定数を減とするべき。
（松本正明）

●議会活動において改善の余地はあるとはいえ、次も無投票となっ
たときの村民からのプレッシャーを懸念する。また、村はコン
パクトシティであり、議員が多くなければいけないような特徴
がない。減らしたとしても2つの常任委員会を維持するための
定数とすべき。（松橋拓郎）

●連続無投票は、有権者の選ぶ権利も奪われたということ。この
環境は変える必要がある。議会を知ってもらう努力は続ける必
要あるが、議会を知るイコール立候補ではない。一般の人にとっ
て選挙そのものがハードルであり、これはこの先も変わらない。
人口減という現状も踏まえ、定数を減らさざるを得ない。（菅
原史夫）

●全国の人口比に対する議員数を見ると、3千人程度の自治体で8
～10が多い中、村が12名というのは説得力に欠ける。村民か
らも減らしてはという声が多くあった。現状維持のまま次回選
挙で欠員が出てしまうリスクもある。（大井圭吾）

●とにかく選挙がなかったことがこの話し合いの始まり。これま
での議論を踏まえると10名が妥当。8名は、新人にとってハー
ドルが高くなる。（工藤勝）



●現行報酬

月額報酬 議長 255,000円

副議長 212,000円

議員 199,000円

●報酬の推移

●定数を増やして報酬を下げるのも一つの方向ではないか。

●生活給までいかなくても、ある程度魅力を感じる額であっ
ていい。

●全国議長会が示した、活動日数をベースに原価方式では
どうか。ある程度の根拠があった方が村民の納得が得ら
れる。

●原価方式で（活動時間を）算出することにより、議員の
働きを村民に示すことができる。

●職員給与との比較を見ると、職員給与が下がっているの
に議員報酬が上がるのは納得いかない人もいるかと思う。

●報酬を据え置いて、定数下がれば議会費が下がる。

●低い報酬ではボランティア的な活動になってしまう。

●村民に対してきちんとした根拠を示せるのなら上げるこ
とも容認される。

●仕事をやめて議員に専念する人は、ある程度の報酬がな
いとやりづらい。

●多大な報酬とすることで財政に影響するのは問題がある。
かといって1万2万あげたところで、成り手不足解消にな
るかは疑問。報酬は現状のままでも良いと思う。

●各データを見ても、今の金額が特に低いということでは
ないと思う。今のままで良い。

●隣町は県内最低額だが、新人5人が出馬した。報酬の多
い少ないが、成り手不足に影響しているわけではないと
感じる。

●上げるなら、定数減を前提として現在の報酬総額を超え
ない範囲とすべき。

●定数削減するのであれば少しは報酬を増やしてもいい。

●少ない報酬では兼業になってしまい成り手不足が進む懸念もある。

●他の仕事との「兼業」とするか、議員報酬だけでの「専業」を目
指すのかによって報酬額は変わってくると思う。

●（小規模自治体の財政を考えると）報酬は「兼業」を前提にする
しかない。報酬ではなく夜間休日議会などサラリーマンでも関わ
れるような議会のやり方を考えるべき。

●65歳以下は28.6万円、66歳以上は11万とするなど、若い人に手
厚くできる年齢別報酬を提案する。

●若い世代のために育児手当などの支給でバックアップしても良い
のかと思う。厚生年金も必要かと思う。

●議員は村民の代表として多岐にわたる課題に取り組んでいる。年
齢による差はない方がいい。

●いろいろな年齢層がいてこそ議会活動は活発になる。年齢別報酬
や若い人だけの手当はいかがなものか。

●報酬は現状維持しかないかと思っている。小さい自治体であり財
政的に上げるのにも限界がある。

●議長は、多くの会合に出ている。議長の報酬を1万円くらい上げ
たらいいと思う。

●定数削減をすれば委員長の負担がさらに大きくなる。委員長の手
当があっていいと思う。

●正副議長は、数年前に見直したのでこのままでよい。

●委員長報酬は、委員会により負担の大きさが異なり今後の委員会
の組み替えなどがあれば変動してくる。現状のままでいいと思う。

●議長・副議長・議員報酬ともに現状維持が望ましい ９名

●議員報酬を削減し、議長・副議長報酬を上げる １名
（議長275,000円、副議長222,000円、議員196,000円）

※議長＋２万円、副議長＋１万円、議員－３千円

集約時の各委員（議員）の意見

議長・副議長・議員報酬ともに現状維持が望ましい

「成り手不足の解消のために報酬をどうすべきか」と言う観点からの議論を行ったが、他自治体と

の比較や原価方式などによる報酬の検討、また自治体予算全体を考えても、大幅な増額は難しく、

報酬の増額による成り手不足を解消は現実的ではない。

そのため、報酬以外の方法で成り手不足解消を目指すべきとの意見が多く出され、現状維持が望ま

しい、との意見が多数を占めた。

議員報酬を削減し、議長・副議長報酬を上げる

議長・副議長の出務日数が多いため、議長・副議長を含む全議員の報酬の総額を変えない範囲で、

議員報酬を削減し、議長・副議長報酬を上げるべき。
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※委員長、議長を除く10名


